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就学前教育における発達課題とその遂行――幼保一元化と小学校への接続
子ども学科　佐々　加代子
（1）研究目的
　学校教育では小 1 問題が重たい課題になって
いる。幼児期から学童期への接続・移行に何らか
の問題があったと言わざるを得ない。就学前教育
におけるそれぞれの子どもたちの発達課題がみえ
ており，そこに教育・保育実践が加えられていれ
ば，接続・移行の問題はかなり改善されるのでは
ないだろうか。幼児教育・保育実践現場で，臨床
的視点を加えて就学前教育における問題の見方が
明確になれば，その子どもたちの発達課題が見え
てくる。得られた知見のもとによる成果を得るこ
とは，就学前に潜む問題と課題が明確になるもの
ととらえられる。
（2）研究成果の報告
1. 幼稚園期になるまでの子どもの体全体の育ちの
脆弱化が明確になった。問題の要因について見
えてきた。
2. 一人一人の個別の発達評価から個とクラス集団
の発達課題が見い出せることになった。その発
達課題の支援としての教育実践が求められるこ
とになる。
3. 教育・保育者側にその発達課題を見据えて実践
してくには，視点が必要であり，実践力が求め
られることになる。
4. 現場のなかでその視点を得て実践が可能になる
には園内外での研修が求められる。
5. 教育課程の編成は，従来型ですすめていくと
無理が生じることになる。編成を変えていくに
は，就学前までにどこまでの育ちへの支援があ
るといいのかが問われてくる。
6. 個別とクラス集団の発達課題の幅の広がりと問
題の深さによって，教育課程全体を編成しなお
し急務になる。園の運営上の課題になる。
学会誌等
　佐々加代子ほか共同研究者で，日本保育学会第
64 回大会発表
　就学前の発達課題　体基盤づくりⅠ（1），（2）
発表要旨集 257-258
「子育て支援ネットワークづくりに関する研究」
―行政，市民，大学との三者協働（1）―
短期大学保育科　瀧口　優
はじめに
　平成 20 年度までの 3 年間学術振興資金を得て
「子育て支援ネットワークづくりに関する研究」
として，小平市や周辺自治体における子育て支援
の現状と課題についての調査研究をさまざまな角
度から取り組み，地域における子育て支援のほか
ソーシャル・キャピタルの現状，及び保・幼・小
の連携についてまとめてきた。更に平成 22 年度
までの 2 年間は「小平地域における子育てネット
ワークに関する研究」として研究を継続し，平成
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23 年度からの学術振興資金の申請「子育て支援
ネットワークづくりに関する研究 - 行政，市民，
大学との三者協働」が採択され，4 月より 1 年間
5 つの分野においての取り組みを進めてきた。今
回は「行政，市民，大学の三者協働」を柱に置い
たことが特徴である。
経過と課題
（１） 行政・大学・市民の三者協働による東村山
市の「ころころの森」の過去 3年余の総括
　2008 年度から，東京都東村山市から子育て総
合支援施設「ころころの森」の企画立案並びに運
営を受託，運営には子育て支援に同市で取り組む
三つの NPO も加わり，行政，NPO 市民，大学
という三者協働により運営するという全国でもま
れな子育て支援での三者協働に関わり，中心的役
割を果たしてきた。
　東村山市の新たな取り組みの中で，2012 年度
より白梅学園が運営の中心から援助，協力という
関係に重点を置き，新たな方向をめざすことに
なった。2012 年 3 月 3 日には白梅学園大学が主
催してシンポジウムを開催し，まとめを行なっ
た。（代表：山路）
（２） 三多摩地域におけるファミリー・サポー
ト・センター事業の実際と課題について
　三多摩地域におけるファミリー・サポート・セ
ンター事業の実際と課題について，サイト上に表
れている内容について，および，計 30 か所への
アンケート調査の実施とその解析を行い，子育て
支援策におけるファミリー・サポート・センター
事業の課題を明確化し，次年度の提言に向けての
準備を行なった。（代表：佐々）
（３） 小平地区における地域ネットワーク作りへ
の取り組みと実践的な課題を明らかにする。
　品川区と小平市のソーシャルキャピタル調査の
結果を踏まえて，実際にどのようなネットワーク
作りが必要なのか，小平西地区地域ネットワーク
づくりの実践的な取り組みを通した課題を追求し
た。
　2011 年 9 月の懇談会をはじめとして 3 回にわ
たる準備会を含めて，2012 年 3 月 17 日には小平
西地区から 120 人を越える参加者を得てネット
ワークが結成された。地域の要求と行政の対応，
その中での大学や学生の果たす役割などが実践的
に明らかになり，2012 年度は更に小さい区域で
のネットワーク作りに向けて課題を明らかにする
ことになる。（代表：草野）
（４） 子育て支援事業（短期利用事業）による地
域の子育て支援について
　児童虐待等により，家庭から切り離して児童養
護施設等で生活する子どもの数が増加している。
社会的養護の将来像では，現在よりも 7,000 人増
加して 47,000 人の子どもが社会的養護を必要と
すると見込んでいる。乳児院や児童養護施設が
行っている短期利用事業は，家庭での養育が一時
的に困難になった場合に短期間施設が養育するこ
とにより子育てを支援するものである。1990 年
に都道府県の事業として開始され，1995 年に市
町村の事業となった。社会的養護に至る前のリス
クを抱えた家庭と子どもが利用するこの制度の利
用状況がどうなのかを東京都の状況を調査して検
討した。（代表：中山）
（５） 地域ネットワークに関する比較研究―日野
市の場合
　小平市と人口，面積等において類似点の多い日
野市の子育て支援行政及び民間の活動について，
その現状を調査し，小平市の現状と比較した。特
に，日野市では豊田駅周辺の再開発が計画されて
おり，その一つに，幼稚園，保育園の総合子ども
園化を目指した保育計画の見直しがある。本研究
グループが研究拠点とする「日野社会教育セン
ター」は，日野市の幅広い社会教育に 40 年以上
の歴史を持ち，再開発によって計画される子育て
支援施設，またそれを含む高齢者施設等の「家族
支援，市民活動支援」施設への関与が望まれてい
る。このような新しい計画の立案過程から，研究
者が積極的に関わり，その流れを把握し，関与す
る人々をつなぎ，より良い方向へと流れを導くこ
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とができるのかを実践的に探求してきた。（代表：
金子）
次年度に向けて
　2011 年度から 2013 年度までの 3 年間が本研
究の期間であり，2012 年 4 月から 2 年目にはい
る。次年度は上記 5 つの研究分野のそれぞれにつ
いて研究の結果を明らかにしつつ，最終年度での
提言に向けて議論をすすめる。
　東日本大震災において地域のつながり，すなわ
ち地域のネットワークが如何に重要であるかク
ローズアップされたが，日本においてはこの地域
ネットワークが，個々の努力にもかかわらずます
ます弱くなっていることが指摘されている。とり
わけ都市部では行政等の様々な取り組みがあるに
もかかわらず，自治会（町内会）の組織の弱体化
をはじめとして改善されない状況が続いている。
　本研究においては実践的な課題を示しつつ，大
学が市民や行政と協力してどのようなネットワー
クづくりが可能かその手がかりにつなげたい。
< 研究メンバー >
子ども学部：山路憲夫・金子尚弘・小林美由紀・
佐久間路子・多喜乃亮介・佐々加代
子・草野篤子・森山千賀子・関谷栄
子・西方規恵・長谷川俊雄・杉本豊
和・牧野晶哲・土川洋子・林薫・成
田弘子
保　育　科：小松歩・中山正雄・瀧口優
嘱託研究員：井上恵子・奈良勝行・吉村季織・瀧
口眞央・中野圭子
スウェーデンの医療・介護制度改革
家族・地域支援学科　山路　憲夫
（1）研究目的
　日本は世界に先駆けて，人類が経験したことが
ない超高齢社会に突入した。住み慣れた地域で，
在宅で 24 時間，安心して住み続ける地域包括ケ
アをどう築くのか。スウェーデンやデンマーク
は，病院や特別養護老人ホームといった施設では
なく，自宅で，あるいは住み慣れた地域の高齢者
住宅で安心して暮らせるケアをいち早く実現して
きた。北欧をモデルとした「強い社会保障」を掲
げた菅直人・前首相は退任したが，日本にとって
スウェーデンをはじめとする北欧の社会保障から
学ぶべきものはまだまだあるのではないか。
　スウェーデンの医療・介護制度についての調
査・研究は数多くあるが，高齢化の加速で対応が
迫られる日本の医療・介護制度改革にとって，喫
緊かつ重要な課題である医療費抑制，民間の医療
サービスの導入，医療と介護の連携といったス
ウェーデンの最近の動向についての調査・研究は
少ない。
　少子高齢社会が加速する日本にとって，社会保
障制度改革の柱の一つは在宅を柱とした地域包括
ケアの構築である。そのためには「かかりつけ
医」を中心とした医療・介護・福祉のネットワー
クづくりである。ヨーロッパの中では「かかりつ
け医」をさらに徹底した形の「家庭医」をイギリ
ス，デンマークとともに導入したのはスウェーデ
ンであり，世界でも家庭医を中心とした在宅中心
の地域ケアを実現させたのはスウェーデンを含め
た北欧である。その中でもスウェーデンは日本と
ほぼ同じような高齢化が進んでいるにもかかわら
ず，医療費の徹底した抑制に成功した。一方で医
療の分野に民間サービスを導入するなど新たな改
革を進めつつあるが，急性期医療のアクセスが悪
いなどの不満も強まり，医療と介護の連携の不備
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